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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第80期中間期、第81期中間期及び第80期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり中間

(当期)純損失であるため、記載しておりません。 

  

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 28,044 26,647 16,824 58,070 53,695

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △404 836 △713 797 1,699

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △1,015 △436 3,704 △417 294

純資産額 (百万円) 26,104 26,089 30,917 26,541 26,796

総資産額 (百万円) 79,580 63,892 59,876 84,383 66,476

１株当たり純資産額 (円) 465.08 464.97 551.42 472.94 477.80

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) △18.09 △7.77 66.07 △7.44 5.25

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― 53.86 ― 4.92

自己資本比率 (％) 32.8 40.8 51.6 31.5 40.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 646 2,077 940 2,854 3,671

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,894 5,988 △682 △5,003 5,421

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △275 △14,519 △964 1,803 △11,998

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,456 9,033 11,928 15,455 12,570

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
3,484 
(330)

3,203
(306)

2,709
(257)

3,387 
(327)

2,990
(299)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,040 25,690 15,636 54,321 50,572

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △250 598 △1,000 1,124 737

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △725 △555 3,958 158 △352

資本金 (百万円) 9,560 9,560 9,560 9,560 9,560

発行済株式総数 (株) 56,246,174 56,246,174 56,246,174 56,246,174 56,246,174

純資産額 (百万円) 24,374 24,798 29,233 25,396 25,062

総資産額 (百万円) 73,500 60,542 56,744 79,000 62,102

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.2 41.0 51.5 32.1 40.4

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,575 
(177)

1,145
(148)

804
(133)

1,298 
(173)

1,136
(144)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでおりました電気機械器具製造事業

に属する装置事業(貨幣処理事業及び有線通信事業)を譲渡いたしました。 

この結果、当社グループは主として水晶機器製造事業を営んでおります。 

(詳細は「第５ 経理の状況」の「１ 中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務諸表(重要な後発事象)」に記載のと

おりであります。) 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 従業員数が当中間会計期間において332名減少しておりますが、主として当社が平成17年５月１日付で会社分割により新

設した東洋ネットワークシステムズ株式会社への移籍によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき紛争を起したことなく、穏健な労使関係を維持しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

水晶機器製造 
2,423 
(130) 

電気機械器具製造 
120 
(5) 

不動産賃貸 
2 
(―) 

全社(共通) 
164 
(122) 

合計 
2,709 
(257) 

従業員数(名) 
804 
(133) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期の国内情勢は、経済における長い停滞期を脱して自律回復に向けた動きが見え始め、安定成長の期待が

高まっております。また、海外では旺盛な個人消費を背景とした米国景気が好調に推移しておりますが、今後にむ

けたリスクとして大規模災害による原油高騰に伴う諸物価の上昇で、個人消費の陰りが懸念されます。そのような

状況の中で、当社の中間期の概況は、前期から続く電子部品の在庫調整による需要後退と、販売価格の低落傾向に

改善が見られないこと、生産効率化スピードが予定よりも鈍化したことなどで当初予想よりも業績が伸び悩みまし

た。しかしながら中間期後半には受注も回復傾向にあり、また収益性に改善も見られ、下半期につながる力強さが

見え始めたことは好材料であります。 

結果として遺憾ながら売上高は16,824百万円(前年同期比36.9％減)、経常損失は713百万円(前年同期は経常利益

836百万円)となりました。一方中間純利益は3,704百万円(前年同期は中間純損失436百万円)となりました。これは

事業統合後の事業計画に基づき、繰延税金資産の計上を一部見直しいたしました結果、37億円の法人税等調整額が

発生したためであります。 

  

１ 事業の種類別セグメント 

① 水晶機器製造 

販売価格の下落や、生産効率の改善が当初の計画より遅れたため、売上高は14,206百万円(前年同期比21.8％

減)、営業損失1,258百万円(前年同期は営業利益636百万円)となりました。 

② 電気機械器具製造 

平成17年６月１日をもって装置事業を日本電気システム建設株式会社(現NECネッツエスアイ株式会社)に譲渡

したことにより、売上高は2,309百万円(前年同期比71.7％減)となりました。しかしながら、前期からの需要増

により、営業利益は262百万円(前年同期63百万円)となりました。 

③ 不動産賃貸 

不動産賃貸は売上高307百万円(前年同期比2.0％増)、営業損失138百万円(前年同期93百万円)となりました。

  

２ 所在地別セグメント 

① 日本 

装置事業の譲渡及び水晶部品の販売価格の低落により売上高が減少し、売上高12,139百万円(前年同期比

45.4％減)、営業損失1,546百万円(前年同期８百万円)となりました。 

② 北米 

装置事業の譲渡により売上高が減少し、水晶部品についても新規需要確保に努めたものの、前年並の需要に

留まり、売上高930百万円(前年同期比19.5％減)、営業利益90百万円(前年同期76百万円)となりました。 

③ 欧州 

水晶部品の需要が堅調に推移したため、装置事業の譲渡があったものの、売上高757百万円(前年同期比

17.9％増)、営業利益60百万円(前年同期45百万円)となりました。 

④ アジア等 

水晶部品について顧客のアジアへの生産シフトに伴い、需要は堅調に推移したため、売上高2,996百万円(前

年同期比14.9％増)、営業利益229百万円(前年同期433百万円)となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは940百万円の収入(前年同期は2,077百万円の収入)と

なりました。これは税金等調整前中間純利益や減価償却費等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは682百万円の支出(前年同期は5,988百万円の収入)となりました。これは装

置事業売却に伴う収入はありましたが、有価証券の取得による支出、有形固定資産の取得による支出等があったた

めであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは964百万円の支出(前年同期は14,519百万円の支出)となりました。これは長

期借入金の返済による支出等によるものであります。 

これらの結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、期首に比べ642百万円減少し、11,928百万

円となりました。 

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額の算出基準は販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主要な販売先については、総販売実績に対し10％以上に該当する相手先がないため、記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

水晶機器製造 13,877 △25.2 

電気機械器具製造 2,279 △71.5 

合計 16,156 △39.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 

水晶機器製造 14,864 △18.0 

電気機械器具製造 2,458 △72.6 

不動産賃貸 307 ＋2.0 

合計 17,629 △35.7 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

水晶機器製造 14,206 △21.8 

電気機械器具製造 2,309 △71.7 

不動産賃貸 307 ＋2.0 

合計 16,824 △36.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

業務提携契約 

 当社は、グローリー工業株式会社との間で、自動券売機の共同開発及びその開発・製造の一括受託に係る業

務提携契約を締結しておりましたが、当該契約は、平成17年５月１日付で、装置事業を新設した東洋ネットワ

ークシステムズ株式会社へ分割したことに伴い、同社へ承継されました。 

  

事業統合契約および会社分割契約 

 当社は、平成17年３月16日開催の取締役会において、セイコーエプソン株式会社との事業統合契約書および

会社分割契約書の締結を決議し、同日、締結いたしました。 

 また、平成17年６月29日開催の株主総会において、会社分割契約書が承認され、平成17年10月１日の分割期

日をもって、両社は事業統合いたしました。 

 この契約の詳細につきましては、「第５ 経理の状況」の「１ 中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務

諸表(重要な後発事象)」に記載のとおりであります。 

  

  

  

  



５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発費は水晶機器製造部門を中心として50百万円であり、主な研究開発活動は、

以下の通りであります。 

１ 移動体通信向け、小型、高周波、高性能、高信頼性水晶デバイスの開発。 

２ 移動体通信基地局向け、多機能複合モジュールの開発。 

３ 多用途、小型、省電力、水晶デバイスの開発。 

４ 光通信用高性能光学デバイスの開発。 

５ 次世代光ピックアップ用高性能光学デバイスの開発。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成17年６月29日開催の定時株主総会において承認された会社分割契約書に基づき、平成17年10月１日をもって、定款の変

更が行われ、発行する株式の総数は700,000,000株とし、このうち、680,000,000株を普通株式、20,000,000株を甲種種類株

式とします。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 提出日現在における中間会計期末からの株式の増加は、平成17年10月１日付でセイコーエプソン株式会社の水晶事業を吸

収分割により承継するにあたり、その対価として普通株式99,000,000株および種類株式20,000,000株をセイコーエプソン

株式会社に割当交付したものであります。 

２ 甲種類株式の内容は次のとおりであります。 

１. 種類株式の名称 

エプソントヨコム株式会社甲種種類株式(以下「種類株式」という) 

２. 配当起算日 

平成17年10月１日 

３. 劣後配当金 

(1) 劣後配当金の内容 

① 毎年３月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された普通株式を有する株主(以下「普通株主」と

いう)又は普通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という)に対する利益配当金が、１株につき年２円に満たな

い場合は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された種類株式を有する株主(以下「種類株主」という)又

は種類株式の登録質権者(以下「種類登録質権者」という。)に対し、利益配当金(以下「劣後配当金」という)を支払

わない。 

② 普通株主又は普通登録質権者に対する利益配当金が年２円以上の場合、種類株主又は種類登録質権者に対して１株

につき年50円を上限として劣後配当金を支払うことができる。 

(2) 劣後中間配当金 

 前項の劣後配当金の２分の１を限度として、取締役会で決める金額。 

４. 種類株式の買受け・消却 

 当社は、株主に配当すべき利益をもって、いつでも種類株式の一部又は全部を買受け、消却することができる。 

５. 新株引受権等 

 当社は、法令に定める場合を除き、種類株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、種類株主には新株の引

受権又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 56,246,174 155,246,174
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

甲種種類株式 ― 20,000,000 ― (注)

計 56,246,174 175,246,174 ― ― 



６. 転換予約権 

(1) 転換を請求し得べき期間 

平成17年10月１日から平成27年９月30日までとする。 

(2) 転換の条件 

イ. 種類株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。当初転換比率は、1.00(種類株式１株に

つき普通株式１株)とする。 

ロ. 転換比率の調整 

① 種類株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換比率を次に定める算式(以下「転換比率調整式」とい

う)により調整するものとする。調整後転換比率は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

本項における時価とは、調整後転換比率の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた

平均値とする。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)とする。ただし、当社の普通株

式が調整後転換比率の適用の基準となる日に先立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合には、

当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)をもって、本項の時価とみなす。 

  

ⅰ) 転換比率調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

調整後転換比率は、当該発行する株式の払込期日以降、又は募集のための株主割当日がある場合は、その日の

翌日以降これを適用する。 

ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後転換比率は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益から資

本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決

議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のため

の株主割当日とする場合には、調整後転換比率は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終

結の日の翌日以降にこれを適用する 

ⅲ) 株式の併合により普通株式数を変更する場合 

調整後転換比率は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。転換比率調整式で使用する新規発行普通株

式数は、減少する普通株式数を負の値で表示し、これを使用するものとする。 

ⅳ) 転換比率調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転換比率調整式

に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付

されたものを含む。)を発行する場合 

調整後転換比率は、その発行日に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される

証券の全額が転換又は全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその募集のた

めの株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、転換価額又は新株予約権の行使に際して払込をなすべき

１株当たりの価額がその発行日又は募集のための株主割当日において確定しない場合、調整後転換比率は、転

換価額又は新株予約権の行使価額が決定される日に、発行される証券の全額又は全ての新株予約権が行使され

たものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

② 上記ⅰ) 乃至ⅳ) に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は会社の分割等により転換比率の調整を必要とする

場合には、取締役会が適当と判断する転換比率に変更される。 

③ 転換比率調整式で使用する調整前転換比率は、調整後転換比率を適用する前日において有効な転換比率とする。 

④ 転換比率調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、株主割当日がない場合は調整

後転換比率を適用する日の１ヶ月前の日における既発行普通株式数とする。 

⑤ 転換比率調整式により算出された調整後転換比率と調整前転換比率との差額が0.01未満にとどまる場合は、転換

比率の調整は行わない。ただし、その後転換比率の調整を必要とする事由が発生し、転換比率を算出する場合に

は、転換比率調整式中の調整前転換比率に代えて調整前転換比率からこの差額を加除した額を使用する。 

  

  
調整後 
転換比率 

  

  
＝ 

  

  
調整前 
転換比率 

  

  
÷ 

  
既発行 
普通株式数

＋

新規発行
普通株式数

×
１株当たり
払込金額 

１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



ハ. 転換により発行すべき普通株式数 

種類株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

 発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端株が生じたときは、これを切り捨てる。 

７. 強制転換条項 

 種類株式の転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった種類株式は、同期間の末日の翌日以降の、取締役会で定め

る日をもって、種類株式１株につき上記６.で定める転換比率を乗じて得られる数の普通株式となる。 

８. 期中転換又は強制転換があった場合の取扱い 

 種類株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金は、４月１日から９月30日まで

になされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換があったもの

とみなしてこれを支払う。 

９. 保有期間その他の当該株券の所有に関する事項 

 該当事項なし。 

  

転換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
種類株主が転換請求のために
提出した種類株式数 

× 転換比率



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

  

(注) 本社債を繰上償還する場合または当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、償還日または期限の利益喪失日以降

本新株予約権を行使することはできない。また、各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 54 54 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,705,882 12,705,882 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり425円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年１月４日～
平成21年12月10日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   425
資本組入額  213 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債と本新株予約権のうち
一方のみを譲渡することはで
きない。 

同左 

新株予約権付社債の残高(百万円) 5,400 5,400 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成17年10月１日にセイコーエプソン株式会社の水晶事業を吸収分割により承継したことにより、発行済株式総数が、

119,000,000株(普通株式99,000,000株、甲種種類株式20,000,000株)増加し、同日現在の発行済株式総数は175,246,174株(普

通株式155,246,174株、甲種種類株式20,000,000株)であります。 

なお、これに伴う資本準備金の増加額については、両社にて確認中であるため確定しておりません。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有株式は

信託業務に係る株式であります。 

２ 当中間会計期間末現在主要株主であった日本電気株式会社は、平成17年10月１日に主要株主ではなくなり、セイコーエプ

ソン株式会社が新たに主要株主となりました。なお、この主要株主異動に際し、平成17年10月３日に臨時報告書を提出し

ております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 56,246,174 ― 9,560 ― 9,550

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 11,249 20.00

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス 
ジー(常任代理人 株式会社東
京三菱銀行 カストディ業務
部) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号) 

3,004 5.34

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,487 2.64

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,481 2.63

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,393 2.48

ノーザン トラスト カンパニ
ー エイブイエフシー リ ノ
ーザン トラスト ガンジー 
アイリッシュ クライアンツ
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店 カストディ業務部) 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 
E14 5NT,UK(東京都中央区日本橋３丁目
11番１号) 

877 1.56

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 800 1.42

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南一丁目３番１号 796 1.42

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 兜町証券決
済業務室) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN,IRELAND(東京都中央区日本
橋兜町６番７号) 

711 1.26

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 668 1.19

計 ― 22,467 39.94



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式247株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

177,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

55,344,000 
55,344 〃 

単元未満株式 
普通株式 

725,174 
― 〃 

発行済株式総数 56,246,174 ― ― 

総株主の議決権 ― 55,344 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東洋通信機株式会社 

神奈川県川崎市幸区塚越
三丁目484番地 

177,000 ― 177,000 0.31

計 ― 177,000 ― 177,000 0.31



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 620 561 507 483 529 798

最低(円) 541 411 423 447 423 501



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     9,043 10,938   12,581 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    16,127 8,723   15,571 

３ 有価証券     ― 3,999   ― 

４ 棚卸資産     6,906 3,929   7,087 

５ 繰延税金資産     1,008 4,326   1,085 

６ その他     726 493   528 

流動資産計     33,812 32,409   36,855 

貸倒引当金     △64 △7   △71 

流動資産合計     33,747 52.8 32,402 54.1   36,783 55.3

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物及び 
  構築物 

    7,294 6,822   7,006 

２ 機械装置及び 
  運搬具 

    7,316 6,401   7,308 

３ 工具・器具 
  及び備品 

    1,842 1,512   1,733 

４ 土地     1,370 1,416   1,370 

５ 建設仮勘定     349 172   401 

有形固定資産 
合計 

    18,173 28.5 16,324 27.3   17,821 26.8

(2) 無形固定資産     210 0.3 139 0.2   203 0.3

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     984 1,460   1,091 

２ 繰延税金資産     9,682 8,285   9,371 

３ その他     1,122 1,333   1,233 

投資その他の 
資産計 

    11,789 11,079   11,696 

貸倒引当金     △28 △69   △28 

投資その他の 
資産合計 

    11,761 18.4 11,009 18.4   11,668 17.6

固定資産合計     30,144 47.2 27,473 45.9   29,692 44.7

資産合計     63,892 100.0 59,876 100.0   66,476 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    13,915 5,977   12,106 

２ 短期借入金     4,286 7,302   8,307 

３ 未払法人税等     101 116   251 

４ その他     3,434 2,374   4,121 

流動負債合計     21,737 34.0 15,772 26.4   24,786 37.3

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付 
  社債 

    ― 5,400   5,400 

２ 長期借入金     7,131 293   247 

３ 退職給付引当金     7,966 6,579   8,238 

４ 役員退職慰労 
  引当金 

    130 26   139 

５ その他     138 150   130 

固定負債合計     15,368 24.1 12,451 20.8   14,155 21.3

負債合計     37,105 58.1 28,223 47.2   38,942 58.6

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     697 1.1 735 1.2   738 1.1

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,560 15.0 9,560 16.0   9,560 14.4

Ⅱ 資本剰余金     9,550 14.9 9,550 15.9   9,550 14.4

Ⅲ 利益剰余金     7,005 11.0 11,430 19.1   7,725 11.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    294 0.4 589 1.0   369 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定     △271 △0.4 △141 △0.3   △346 △0.5

Ⅵ 自己株式     △50 △0.1 △70 △0.1   △63 △0.1

資本合計     26,089 40.8 30,917 51.6   26,796 40.3

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    63,892 100.0 59,876 100.0   66,476 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     26,647 100.0 16,824 100.0   53,695 100.0

Ⅱ 売上原価     22,460 84.3 15,277 90.8   45,058 83.9

売上総利益     4,186 15.7 1,546 9.2   8,637 16.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   3,580 13.4 2,681 15.9   6,968 13.0

営業利益又は 
営業損失(△) 

    606 2.3 △1,135 △6.7   1,668 3.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   4   8 9   

２ 受取配当金   110   139 214   

３ 為替差益   252   171 86   

４ その他   178 546 2.0 293 613 3.6 370 681 1.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   186   70 278   

２ 社債償還費用   42   ― 42   

３ その他   88 317 1.2 119 190 1.1 330 650 1.2

経常利益又は 
経常損失(△) 

    836 3.1 △713 △4.2   1,699 3.2

Ⅵ 特別利益           

１ 装置事業売却益   ―   1,185 ―   

２ 業務用無線事業 
  譲渡益 

  280   ― 242   

３ 防衛事業売却益   238   ― 233   

４ 投資有価証券 
  売却益 

  ― 518 2.0 ― 1,185 7.0 431 907 1.6

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損   189   309 279   

２ リース解約損   ―   62 ―   

３ 投資有価証券 
  評価損 

  ― 189 0.7 ― 371 2.2 5 284 0.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    1,165 4.4 101 0.6   2,321 4.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  111   123 319   

法人税等調整額   1,426 1,537 5.8 △3,719 △3,595 △21.4 1,608 1,927 3.6

少数株主利益 
又は少数株主 
損失(△) 

    63 0.2 △8 △0.0   99 0.2

中間(当期) 
純利益又は 
中間純損失(△) 

    △436 △1.6 3,704 22.0   294 0.5

            



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,550 9,550   9,550

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  9,550 9,550   9,550

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   7,441 7,725   7,441

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 ― ― 3,704 3,704 294 294

Ⅱ 利益余剰金減少高     

 １ 従業員奨励及び福利基金 ― ― 11 

 ２ 中間純損失 436 436 ― ― ― 11

Ⅲ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  7,005 11,430   7,725

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   

 
前中間連結会計期間 

  
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 1,165 101 2,321

２ 減価償却費  1,561 1,461 3,311

３ 貸倒引当金の増減額  51 ― 58

４ 退職給付引当金の増減額  215 111 482
５ 役員退職慰労引当金の 
  増減額 

 ― △96 ―

６ 受取利息及び配当金  △115 △148 △224

７ 支払利息  186 70 278

８ 装置事業売却益  ― △1,185 ―

９ 業務用無線事業譲渡益  △280 ― △242

10 防衛事業売却益  △238 ― △233

11 固定資産売却除却損  189 309 279

12 投資有価証券売却益  ― ― △431

13 投資有価証券評価損  ― ― 5

14 売上債権の増減額  1,131 791 1,662

15 棚卸資産の増減額  △1,783 434 △1,952

16 未収消費税の増減額  △230 132 △240

17 仕入債務の増減額  389 △991 △1,351

18 未払費用の増減額  250 △16 301
19 その他  △82 54 118

小計  2,410 1,028 4,143

20 利息及び配当金の受取額  19 47 26
21 利息の支払額  △187 △43 △279
22 法人税等の支払額 
  又は還付額 

 △165 △91 △218

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,077 940 3,671

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻 
  による収入 

 2,000 ― 2,000

２ 装置事業売却に伴う収入  ― 3,673 ―

３ 業務用無線事業譲渡 
  に伴う収入 

 462 ― 454

４ 防衛事業売却に伴う収入  480 ― 474

５ 有価証券の取得 
  による支出 

 ― △2,998 ―

６ 有価証券の償還 
  による収入 

 4,000 ― 4,000

７ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △923 △1,387 △2,049

８ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 ― ― 444

９ 貸付金の回収による収入  48 ― 54
10 その他  △79 29 42

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,988 △682 5,421



  

  

    

 
前中間連結会計期間 

  
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増減額  △60 △16 9

２ 長期借入金の借入 
  による収入 

 6 119 211

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △1,439 △1,060 △4,580

４ 新株予約権付社債の 
  発行による収入 

 ― ― 5,400

５ 転換社債の償還 
  による支出 

 △12,993 ― △12,993

６ 自己株式の取得 
  による支出 

 △5 △7 △19

７ 少数株主への配当金 
  の支払額 

 △27 ― △27

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △14,519 △964 △11,998

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 31 63 20

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △6,422 △642 △2,884

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 15,455 12,570 15,455

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 9,033 11,928 12,570

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されておりま

す。 

  連結子会社の数     13社 

   主要な連結子会社名 

   東洋通信機(無錫)有限公司 

   PT.TOYOCOM INDONESIA 

   なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であった東通電子

株式会社については、防衛事業

の譲渡に伴い同社の株式を売却

したことにより、連結の範囲か

ら除外しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されておりま

す。 

  連結子会社の数     12社 

   主要な連結子会社名 

   東洋通信機(無錫)有限公司 

   PT.TOYOCOM INDONESIA 

   なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であったトヨコム

エンジニアリング株式会社につ

いては、装置事業の譲渡に伴い

同社の株式を売却したことによ

り、連結の範囲から除外してお

ります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数     13社 

   主要な連結子会社名 

   「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載しているた

め省略しております。 

  

   なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であった東通電子

株式会社については、防衛事業

の譲渡に伴い同社の株式を売却

したことにより、連結の範囲か

ら除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

   該当事項はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、TOYOCOM 

EUROPE GmbH、ORIENTAL ELEC-

TRONICS DEVICE CO.,LTD.、東

洋通信機(無錫)有限公司及び東

洋通(上海)貿易有限公司の中間

決算日は６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成にあた

っては同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社のうち、TOYOCOM 

EUROPE GmbH、ORIENTAL ELEC-

TRONICS DEVICE CO.,LTD.、東

洋通信機(無錫)有限公司及び東

洋通(上海)貿易有限公司の決算

日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

   製品・半製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

     ただし、一部については

個別法による原価法を採用

しております。 

   原材料・貯蔵品 

    移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ②棚卸資産 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

 主として定率法によってお

ります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備は除く)については、

定額法によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

 主として定率法によってお

ります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備は除く)については、

定額法によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

 主として定率法によってお

ります。 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備は除く)については、

定額法によっております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(会計処理方法の変更) 

当中間連結会計期間より、

当社の海外子会社１社が一部

の機械装置(製造設備)につい

て減価償却の方法を定率法か

ら定額法に変更しました。こ

の変更は、当該製造設備の新

設稼動に当たり、従来は市況

の低迷下にあり、稼働率の向

上が不確実であるため製造設

備の陳腐化並びに経済的減価

に対応し、投資額を早期に回

収するために定率法を採用し

ましたが、当該製造設備の本

格稼動が今期から開始し、市

況の回復も見込まれ、また、

製造機能及び保守技術の向上

により、その効用を維持する

ための修繕維持費は逓増せ

ず、概ね耐用年数経過時まで

継続的に使用され、毎期平均

的に収益獲得に貢献すること

が見込まれることとなったこ

とに鑑み、収益と減価償却費

のより適正な対応を図り、期

間損益をより合理的に把握す

るために実施したものであり

ます。 

この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、減価償

却費は39百万円減少し、営業

利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益はそれぞれ31

百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、(セグメント情

報)に記載しております。 

  

  

  

  

(会計処理方法の変更) 

当連結会計年度より、当社

の海外子会社１社が一部の機

械装置(製造設備)について減

価償却の方法を定率法から定

額法に変更しました。この変

更は、当該製造設備の新設稼

動に当たり、従来は市況の低

迷下にあり、稼働率の向上が

不確実であるため製造設備の

陳腐化並びに経済的減価に対

応し、投資額を早期に回収す

るために定率法を採用しまし

たが、当該製造設備の本格稼

動が今期から開始し、市況の

回復も見込まれ、また、製造

機能及び保守技術の向上によ

り、その効用を維持するため

の修繕維持費は逓増せず、概

ね耐用年数経過時まで継続的

に使用され、毎期平均的に収

益獲得に貢献することが見込

まれることとなったことに鑑

み、収益と減価償却費のより

適正な対応を図り、期間損益

をより合理的に把握するため

に実施したものであります。 

この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、減価償

却費は76百万円減少し、営業

利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益はそれぞれ63

百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、(セグメント情

報)に記載しております。 

(耐用年数の変更) 

当社の海外子会社１社で一

部の機械装置(製造設備)につ

いて耐用年数の変更を行いま

した。これは同製造設備につ

いての実地調査により長期に

使用可能であることが明らか

になったため、当該製造設備

の全稼働が開始する当中間連

結会計期間より、耐用年数を

10年から15年に変更いたしま

した。 

この結果、前連結会計期間

と同一の耐用年数によった場

合と比較して、減価償却費は

28百万円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中

間純利益はそれぞれ22百万円

増加しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、(セグメント情

報)に記載しております。 

  

  

  

(耐用年数の変更) 

当社の海外子会社の１社で

一部の機械装置(製造設備)に

ついて耐用年数の変更を行い

ました。これは同製造設備に

ついての実地調査により長期

に使用可能であることが明ら

かになったため、当該製造設

備の全稼働が開始する当連結

会計年度より、耐用年数を10

年から15年に変更いたしまし

た。 

この結果、前連結会計年度

と同一の耐用年数によった場

合と比較して、減価償却費は

55百万円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当

期純利益はそれぞれ45百万円

増加しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、(セグメント情

報)に記載しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ②無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社内

における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

  ②無形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

同左 

―――――― ――――――  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

    発生時に全額費用として処

理しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

    なお、当社及び国内連結子

会社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成16

年４月１日付で厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受

け、厚生年金基金から確定給

付企業年金法に基づく企業年

金基金に移行しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(13年～20年)によ

る按分額を費用処理しており

ます。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

(８年～20年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(13年～20年)によ

る按分額を費用処理しており

ます。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

(８年～20年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(13年～20年)によ

る按分額を費用処理しており

ます。 

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

(８年～20年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。 

  ③役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

  ③役員退職慰労引当金 

同左 

  ③役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上

しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

   外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債、収益及び費用

は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算の基

準 

同左 

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の

作成に当たって採用した重要

な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債、収益及び費用

は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に

含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用して

おります。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    ……金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 

    ……キャッシュ・フローが

固定され、その変動が

回避されるもの 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

    金利変動による借入債務等

の損失可能性を減殺する目的

で行っております。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

    金利スワップの特例要件に

該当するため、ヘッジ効果は

極めて高いことから事前、事

後の検証は行っておりませ

ん。 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等

は取締役会の承認に基づいて

おります。なお、取引の実行

管理は経理部で行っておりま

す。 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等

は取締役会の承認に基づいて

おります。なお、取引の実行

管理は財務経理部で行ってお

ります。 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等

は取締役会の承認に基づいて

おります。なお、取引の実行

管理は経理部で行っておりま

す。 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

   消費税等の会計処理 

同左 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価格の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

  

―――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

  

―――――― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間に投資活動によるキャッシュ・フ

ローに区分掲記していた「貸付による支出」(当中間連

結会計期間△２百万円)は、重要性が減少したため、当

中間連結会計期間より投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しております。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 営業活動によるキャッシュ・フローにおける「貸

倒引当金の増減額」は金額的に僅少であるため

「その他」に含めて表示しております。なお、当

中間連結会計期間において「その他」に含まれて

いる「貸倒引当金の増減額」は９百万円でありま

す。 

２ 投資活動によるキャッシュ・フローにおける「定

期預金の払戻による収入」および「貸付金の回収

による収入」は金額的に僅少であるため「その

他」に含めて表示しております。なお、当中間連

結会計期間において「その他」に含まれている

「定期預金の払戻による収入」は０百万円、「貸

付金の回収による収入」は４百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

48,457百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

45,025百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

49,100百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

給料手当 1,417百万円

退職給付費用 270 〃 

福利厚生費 290 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

給料手当 1,173百万円

退職給付費用 223 〃 

福利厚生費 259 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

給料手当 2,816百万円

退職給付費用 545 〃 

福利厚生費 574 〃 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 9,043百万円

預入れ期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△10 〃 

現金及び 
現金同等物 

9,033百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 10,938百万円

有価証券 3,999 〃 

計 14,937百万円

預入れ期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△10 〃 

株式及び償還期限
が３ヶ月を超える 
債券等 

△2,999 〃 

現金及び 
現金同等物 

11,928百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金 12,581百万円

預入れ期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△10 〃 

現金及び
現金同等物 

12,570百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 1,614  643  2,258

減価償却 
累計額 
相当額 

1,248  447  1,696

中間期末 
残高 
相当額 

365  195  561

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・
器具及 
び備品 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 399 299 698

減価償却 
累計額 
相当額 

327 152 480

中間期末 
残高 
相当額 

71 147 218

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 1,188 413  1,602

減価償却
累計額 
相当額 

950 197  1,148

期末残高
相当額 238 215  454

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 310百万円

１年超 251 〃 

合計 561百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 110百万円

１年超 108 〃 

合計 218百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 216百万円

１年超 237 〃 

合計 454百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 250百万円

減価償却費 
相当額 

250 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 127百万円

減価償却費
相当額 

127 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 434百万円

減価償却費
相当額 

434 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の 
  債券 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

①国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

②社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2) その他有価証券 
取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

①株式 422 918 496 421 1,413 992 422 1,044 622

②債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 422 918 496 421 1,413 992 422 1,044 622

区分 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

①コマーシャル・ペーパー ― 1,999 ― 

②割引債券 ― 1,999 ― 

計 ― 3,999 ― 

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

①非上場株式(店頭売買株式を除く) 65 47 47 

②MMF ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

計 65 47 47 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ヘッジ会計を適用しており時価の開

示は省略しております。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 水晶機器 

人工水晶、素板、振動子、HFFフィルタ、HCMフィルタ、発振器、SAWデバイス、光デバイス 

  

  
水晶機器 
製造 
(百万円) 

電気機械
器具製造 
(百万円) 

不動産
賃貸 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

18,176 8,169 301 26,647 ― 26,647

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

2 969 35 1,007 (1,007) ―

計 18,178 9,139 336 27,654 (1,007) 26,647

営業費用 17,541 9,075 430 27,047 (1,007) 26,040

営業利益又は営業損失(△) 636 63 △93 606 ― 606

  
水晶機器 
製造 
(百万円) 

電気機械
器具製造 
(百万円) 

不動産
賃貸 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

14,206 2,309 307 16,824 ― 16,824

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

0 1,009 31 1,042 (1,042) ―

計 14,207 3,319 339 17,866 (1,042) 16,824

営業費用 15,465 3,057 478 19,001 (1,042) 17,959

営業利益又は営業損失(△) △1,258 262 △138 △1,135 ― △1,135

  
水晶機器 
製造 
(百万円) 

電気機械
器具製造 
(百万円) 

不動産
賃貸 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

34,157 18,995 542 53,695 ― 53,695

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

9 1,833 76 1,919 (1,919) ―

計 34,167 20,828 618 55,614 (1,919) 53,695

営業費用 33,423 19,667 855 53,945 (1,919) 52,026

営業利益又は営業損失(△) 744 1,160 △236 1,668 (―) 1,668



(2) 電気機械器具 

紙幣識別処理装置、自動券売機、施設管理システム、光関連伝送装置、通信端末機器、監視制御システム、周波数発

生・分配装置、無線通信装置、衛星通信装置、無線LAN関連装置、電力線搬送装置 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計処理基準等の変更 

（前中間連結会計期間及び前連結会計年度） 

(1) 会計処理方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、海外子会社１社が一部の機械装置(製

造設備)について減価償却の方法を定率法から定額法へ変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「水晶機器製造」の営業費用の減少額は次のとおりであります。 

中間連結会計期間        31百万円 

連結会計年度          63百万円 

なお、営業利益はそれぞれ同額増加しております。 

(2) 耐用年数の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、海外子会社１社で一部の機械装置(製

造設備)について耐用年数の変更を行いました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「水晶機器製造」の営業費用の減少額は次のとおりであります。 

中間連結会計期間        22百万円 

連結会計年度          45百万円 

なお、営業利益はそれぞれ同額増加しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

22,241 1,155 642 2,607 26,647 ― 26,647

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,360 143 38 3,236 7,779 (7,779) ―

計 26,601 1,299 681 5,843 34,426 (7,779) 26,647

営業費用 26,610 1,222 635 5,410 33,879 (7,838) 26,040

営業利益又は 
営業損失(△) 

△8 76 45 433 547 59 606

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

12,139 930 757 2,996 16,824 ― 16,824

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,714 243 30 3,541 9,530 (9,530) ―

計 17,854 1,173 787 6,538 26,354 (9,530) 16,824

営業費用 19,400 1,083 727 6,309 27,520 (9,560) 17,959

営業利益又は 
営業損失(△) 

△1,546 90 60 229 △1,166 30 △1,135



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ 

(3) アジア等…中国・香港・タイ・インドネシア・シンガポール 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計処理基準等の変更 

（前中間連結会計期間及び前連結会計年度） 

(1) 会計処理方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、海外子会社１社が一部の機械装置(製

造設備)について減価償却の方法を定率法から定額法へ変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「北米」の営業費用の減少額は次のとおりであります。 

中間連結会計期間        31百万円 

連結会計年度          63百万円 

なお、営業利益はそれぞれ同額増加しております。 

(2) 耐用年数の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、海外子会社１社で一部の機械装置(製

造設備)について耐用年数の変更を行いました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「北米」の営業費用の減少額は次のとおりであります。 

中間連結会計期間        22百万円 

連結会計年度          45百万円 

なお、営業利益はそれぞれ同額増加しております。 

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

43,690 2,072 1,803 6,128 53,695 ― 53,695

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,071 423 71 6,258 17,825 (17,825) ―

計 54,762 2,495 1,875 12,387 71,521 (17,825) 53,695

営業費用 54,200 2,338 1,767 11,586 69,892 (17,866) 52,026

営業利益又は 
営業損失(△) 

561 156 108 801 1,628 40 1,668



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ・メキシコ 

(2) 欧州………ハンガリー・ドイツ 

(3) アジア等…韓国・中国・香港・シンガポール・マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,594 2,457 7,115 11,167

Ⅱ 連結売上高(百万円) 26,647

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.0 9.2 26.7 41.9

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,023 1,510 6,238 8,772

Ⅱ 連結売上高(百万円) 16,824

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.1 9.0 37.1 52.1

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,594 4,619 13,744 20,958

Ⅱ 連結売上高(百万円) 53,695

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

4.8 8.6 25.6 39.0



(１株当たり情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 464.97円 １株当たり純資産額 551.42円 １株当たり純資産額 477.80円

１株当たり中間純損失 7.77円 １株当たり中間純利益 66.07円 １株当たり当期純利益 5.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

53.86円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

4.92円

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純損失 

436百万円 

普通株式に係る中間純損失 

436百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

56,115,709株 

１株当たり中間純利益及び潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定

上の基礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

3,704百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,704百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

56,077,556株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた中間純利益調整額の主

要な内訳 

該当事項はありません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた潜在株式の概要 

130％コールオプション条項付第３回

無担保転換社債型新株予約権付社債

(額面金額5,400百万円) 

潜在株式の数 

12,705,882株 

詳細については、第４提出会社の状

況 １株式等の状況 (2) 新株予約

権等の状況に記載のとおりでありま

す。 

１株当たり当期純利益及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

294百万円 

普通株式に係る当期純利益 

294百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

56,106,779株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた当期純利益調整額の主

要な内訳 

該当事項はありません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた潜在株式の概要 

130％コールオプション条項付第３回

無担保転換社債型新株予約権付社債

(額面金額5,400百万円) 

潜在株式の数 

12,705,882株 

詳細については、第５経理の状況

１連結財務諸表等 (1) 連結財務諸

表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

業務資本提携契約の締結 

 当社はセイコーエプソン株式会社

との間で、平成17年10月１日を目処

に両社の水晶事業を統合することを

前提とした「業務資本提携契約」を

平成16年11月26日に締結いたしまし

た。 

 さらにこの契約に基づき、セイコ

ーエプソン株式会社と日本電気株式

会社に対し、130％コールオプショ

ン条項付第３回無担保転換社債型新

株予約権付社債(以下「転換社債」)

を発行いたしました。 

(業務資本提携の内容) 

(1) 目的 

 事業統合によって両社の得意分

野をより強化すると共にシナジー

効果を高めることで、安定的かつ

収益力に富んだ事業体制構築を目

指すものであります。 

(2) 事業統合の方法 

 セイコーエプソン株式会社を分

割会社、当社を承継会社とする分

社型吸収分割を予定しておりま

す。 

(3) 事業統合の対象 

 セイコーエプソン株式会社の水

晶事業 

(4) 事業統合会社の概要 

 商号、本店所在地、代表者、資

本金等については未定ですが、発

行済株式総数に対するセイコーエ

プソン株式会社の株式保有比率

は、概ね３分の２(本転換社債の

引受けにかかる潜在株式を含む)

となる予定であります。 

(5) 業務提携の具体的内容 

 共同商品開発、製品・部品・原

材料の相互供給、生産効率化のた

めのノウハウの相互活用 など 

(6) セイコーエプソン株式会社の概

要 

住所 
  

東京都新宿区西新宿 
二丁目４番１号 

代表者 
の氏名 

代表取締役社長 
草間三郎 

資本金 53,204百万円 

事業の 
内容 

電気機械器具製造 

会社分割による水晶事業の統合 

 当社は、平成17年３月16日開催の

取締役会において、セイコーエプソ

ン株式会社との事業統合契約書およ

び会社分割契約書の締結を決議し、

同日、締結いたしました。 

 また、平成17年６月29日開催の株

主総会において、会社分割契約書が

承認され、平成17年10月１日の分割

期日をもって、両社は事業統合いた

しました。 

(1) 事業統合及び会社分割の目的 

 両社の水晶事業の統合により、

両社の得意分野をより強化すると

ともにシナジー効果を高めること

で、水晶デバイス業界におけるリ

ーディングカンパニーを目指しま

す。 

(2) 事業統合の方法 

 分割対象事業をセイコーエプソ

ン株式会社の水晶デバイス事業

(ただし、オプトデバイス事業を

除く)とし、当社を承継会社、セ

イコーエプソン株式会社を分割会

社とする分社型会社分割による吸

収分割といたしました。 

(3) 株式の割当 

 当社が会社分割に際して発行す

る株式は、普通株式99,000,000株

および甲種種類株式20,000,000株

であり、それらの全株式をセイコ

ーエプソン株式会社に割当交付し

ました。 

(4) 事業統合会社の概要 

  
  

商号 エプソントヨコム株式会
社 

事業内容 水晶機器およびオプトデ
バイス機器の製造販売 

本店所在地 神奈川県川崎市

代表者 代表取締役社長
加々美 健雄 

資本金 承継による資本金の増加
はありません 

１ 会社分割による水晶事業の統合 

  当社は、平成17年３月16日開催

の取締役会において、セイコーエ

プソン株式会社との水晶事業統合

に向けた事業統合契約および会社

分割契約の決議を行い、契約の締

結をいたしました。 

  さらに平成17年６月29日の株主

総会において、会社分割契約書が

承認されました。 

(1) 事業統合及び会社分割の目的 

 両社の水晶事業の統合により、

両社の得意分野をより強化すると

ともにシナジー効果を高めること

で、水晶デバイス業界におけるリ

ーディングカンパニーを目指しま

す。 

(2) 事業統合の方法 

 分割対象事業をセイコーエプソ

ン株式会社の水晶デバイス事業

(ただし、オプトデバイス事業を

除く)とし、当社を承継会社、セ

イコーエプソン株式会社を分割会

社とする分社型会社分割による吸

収分割といたします。 

(3) 株式の割当 

 当社が会社分割に際して発行す

る株式は、普通株式99,000,000株

および甲種種類株式20,000,000株

であり、それらの全株式をセイコ

ーエプソン株式会社に割当交付し

ます。 

(4) 事業統合会社の概要 

  
(5) 分割期日 

 平成17年10月１日(予定) 

  

商号
エプソントヨコム株式会
社 

事業内容
水晶機器およびオプトデ
バイス機器の製造販売 

本店所在地 神奈川県川崎市 

代表者
代表取締役社長  
加々美 健雄 

資本金
承継による資本金の増加
はありません 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 分割会社の概要 

 名称  セイコーエプソン株式

会社 

 住所  東京都新宿区西新宿二

丁目４番１号 

 代表者 代表取締役社長  

     花岡 清二 

(6) 承継する事業部門の内容 

 ①承継する事業部門の内容 

  セイコーエプソン株式会社の

水晶デバイス事業(ただし、

オプトデバイス事業は除く) 

 ②承継する事業部門の平成17年

９月期における売上高 

238億円(単体) 

 ③承継する資産及び負債 

上記金額は、両社にて確認中であるため確

定しておりません。 

事業の 

内容 

情報関連機器、電子デ

バイス、精密機器、そ

の他の開発、製造、販

売、サービス 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 68億円 流動負債 110億円 

固定資産 109億円 固定負債 ―億円 

資産計 178億円 負債計 110億円 

(6) 分割会社の概要 

 名称  セイコーエプソン株式

会社 

 住所  東京都新宿区西新宿二

丁目４番１号 

 代表者 代表取締役社長  

     花岡 清二 

(7) 承継する事業部門の内容 

 ①承継する事業部門の内容 

  セイコーエプソン株式会社の

水晶デバイス事業(ただし、

オプトデバイス事業は除く) 

 ②承継する事業部門の平成17年

３月期における売上高 

465億円(単体) 

 ③承継する資産及び負債 

上記金額は、会社分割契約書に記載された

分割予定の資産・負債の平成16年９月30日

現在の金額であります。 

事業の 

内容 

情報関連機器、電子デ

バイス、精密機器、そ

の他の開発、製造、販

売、サービス 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 159億円 流動負債 71億円 

固定資産 122億円 固定負債 124億円 

資産計 281億円 負債計 195億円 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(転換社債型新株予約権付社債の概

要) 

(1) 発行総額       54億円 

(2) 発行価額 

 額面100円につき金100円 

 ただし、本新株予約権は無償に

て発行するものとする。 

(3) 利率    利息は付さない。 

(4) 払込期日及び発行日 

 平成16年12月13日 

(5) 割当先及び割当数 

 第三者割当の方法により、日本

電気株式会社及びセイコーエプソ

ン株式会社に、各々27億円を割り

当てる。 

(6) 償還の方法及び期限 

 平成21年12月11日に額面100円

につき金100円で償還する。な

お、上記の満期償還に加えて、当

社は所定の条件に基づき、繰上償

還もしくは買入消却することがで

きる。 

(7) 発行する新株予約権の総数 

             54個 

(8) 新株予約権の目的とする株式の

種類 

           普通株式 

(9) 新株予約権の当初行使価額 

 １株につき425円。なお、本新

株予約権の行使に際して払込をな

すべき額は、各社債額面と同額で

あり、新株予約権が行使されると

代用払込により社債は消滅する。 

(10)新株予約権の行使請求期間 

 平成17年１月４日から平成21年

12月10日 

(11)資金の使途 

 主に水晶機器事業における研究

開発投資及び生産設備等への投資

に充当する予定であります 

  ２ 会社分割による装置事業の譲渡 

  当社は、平成17年３月28日開催

の取締役会における承認決議に基

づき、平成17年５月１日付で当社

の装置事業を新設する東洋ネット

ワークシステムズ株式会社へ会社

分割により承継移転し、平成17年

６月１日をもって同社株式を日本

電気システム建設株式会社へ譲渡

いたしました。 

(1) 会社分割及び事業譲渡の目的 

 装置事業について、事業拡大を

現実のものとするため、シナジー

効果を期待できる日本電気システ

ム建設株式会社へ譲渡することに

より、同社の傘下企業として、今

後の成長を期するものでありま

す。 

(2) 会社分割の方法 

 当社を分割会社とし、新設する

東洋ネットワークシステムズ株式

会社を承継会社とする簡易新設分

割であります。 

(3) 新設会社の概要 

  
  

商号
東洋ネットワークシステ
ムズ株式会社 

事業内容

紙幣選別装置や自動券売
機等の貨幣処理事業およ
びPLC(電力線搬送)や
CWDM(低密度波長多重)等
の有線事業 

本店所在地
神奈川県川崎市幸区塚越
三丁目484番地 

代表者
代表取締役社長 
齊藤 寛 

資本金 400百万円 

従業員数 286人 

承継する総資産 9,824百万円 

承継する負債 7,824百万円 
承継する純資産 2,000百万円 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

(4) 譲渡する相手会社の名称等 

 名称    日本電気システム

建設株式会社 

 住所    東京都品川区東品

川一丁目39番９号 

 代表者   代表取締役社長 

       馬場 征彦 

 事業の内容 ネットワーク及び

ネットワーク/IT

に関する、企画、

コンサルティング

や設計・構築な

ど、ソリューショ

ンサービスの提供

および国内約200

ヶ所の保守サービ

ス拠点による24時

365日対応のネッ

トワークシステム

の保守・運用、監

視サービスの提供 

(5) 譲渡価額 

 3,410百万円 



２ 【中間財務諸表】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     6,814 8,494   10,238 

２ 受取手形     2,647 1,112   3,324 

３ 売掛金     13,821 7,775   11,359 

４ 有価証券     ― 3,999   ― 

５ 棚卸資産     5,008 2,330   5,425 

６ 繰延税金資産     ― 4,240   ― 

７ その他 ※２   2,574 1,888   2,650 

流動資産計     30,866 29,839   32,997 

貸倒引当金     △54 ―   △54 

流動資産合計     30,812 50.9 29,839 52.6   32,943 53.0

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物     5,244 4,821   5,036 

２ 機械及び装置     5,216 4,317   5,276 

３ その他     2,257 1,812   2,304 

有形固定資産 
合計 

    12,718 21.0 10,951 19.3   12,618 20.3

(2) 無形固定資産     19 0.0 14 0.0   17 0.1

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券     3,967 4,428   4,074 

２ 繰延税金資産     9,432 8,143   9,124 

３ その他     3,611 3,430   3,343 

投資その他の 
資産計 

    17,011 16,002   16,543 

貸倒引当金     △19 △62   △19 

投資その他の 
資産合計 

    16,992 28.1 15,939 28.1   16,523 26.6

固定資産合計     29,730 49.1 26,904 47.4   29,159 47.0

資産合計     60,542 100.0 56,744 100.0   62,102 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     1,045 84   841 

２ 買掛金     13,000 6,447   11,406 

３ 短期借入金     4,200 7,100   8,100 

４ 未払法人税等     52 30   107 

５ その他     2,719 1,938   3,200 

流動負債合計     21,018 34.7 15,600 27.5   23,655 38.1

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権 
  付社債 

    ― 5,400   5,400 

２ 長期借入金     7,000 ―   ― 

３ 退職給付引当金     7,507 6,348   7,769 

４ 役員退職慰労 
  引当金 

    81 11   85 

５ 預り敷金・ 
  保証金 

    137 150   129 

固定負債合計     14,725 24.3 11,910 21.0   13,384 21.5

負債合計     35,744 59.0 27,510 48.5   37,039 59.6

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,560 15.8 9,560 16.9   9,560 15.4

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     9,550 9,550   9,550 

資本剰余金合計     9,550 15.8 9,550 16.8   9,550 15.4

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     1,011 1,011   1,011 

２ 任意積立金           

   別途積立金   10,260 10,260 10,260 10,260 10,260 10,260 

３ 中間(当期) 
  未処理損失 

    5,826 1,664   5,623 

利益剰余金合計     5,444 9.0 9,607 16.9   5,648 9.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    292 0.5 586 1.0   367 0.6

Ⅴ 自己株式     △50 △0.1 △70 △0.1   △63 △0.1

資本合計     24,798 41.0 29,233 51.5   25,062 40.4

負債・資本合計     60,542 100.0 56,744 100.0   62,102 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     25,690 100.0 15,636 100.0   50,572 100.0

Ⅱ 売上原価     22,027 85.7 14,568 93.2   43,302 85.6

売上総利益     3,662 14.3 1,067 6.8   7,270 14.4

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    3,779 14.8 2,795 17.8   7,251 14.4

営業利益又は 
営業損失(△) 

    △116 △0.5 △1,727 △11.0   19 0.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   973 3.8 836 5.3   1,213 2.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   258 1.0 109 0.7   495 1.0

経常利益又は 
経常損失(△) 

    598 2.3 △1,000 △6.4   737 1.5

Ⅵ 特別利益 ※３   469 1.8 1,595 10.2   843 1.6

Ⅶ 特別損失 ※４   187 0.7 373 2.4   282 0.5

税引前中間 
(当期)純利益 

    880 3.4 221 1.4   1,298 2.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  20   15 37   

法人税等調整額   1,415 1,435 5.6 △3,753 △3,737 △23.9 1,613 1,650 3.3

中間純利益又は 
中間(当期) 
純損失(△) 

    △555 △2.2 3,958 25.3   △352 △0.7

前期繰越損失     5,271 5,623   5,271 

中間(当期) 
未処理損失 

    5,826 1,664   5,623 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

     同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

      時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

   製品・半製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

     ただし、一部については

個別法による原価法を採用

しております。 

   原材料・貯蔵品 

    移動平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

     同左 

 (2) 棚卸資産 

     同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法によっております。 

     ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっており

ます。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

     同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

     同左 

 (2) 無形固定資産 

    定額法によっております。 

     ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については、

社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

     同左 

  

 (2) 無形固定資産 

     同左 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

     同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

     同左 

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    なお、当社は、確定給付企

業年金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分につい

て、平成16年４月１日付で厚

生労働大臣から過去分返上の

認可を受け、厚生年金基金か

ら確定給付企業年金法に基づ

く企業年金基金に移行してお

ります。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(18年)による按分

額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間(14年～18年)

による按分額を翌期より費用

処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(18年)による按分

額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間(14年～18年)

による按分額を翌期より費用

処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間(18年)による按分

額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間(14年～18年)

による按分額を翌期より費用

処理しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

     同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   ……金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   ……キャッシュ・フローが固

定され、その変動が回避

されるもの 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

   金利変動による借入債務等の

損失可能性を減殺する目的で行

っております。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

   金利スワップの特例要件に該

当するため、ヘッジ効果は極め

て高いことから事前、事後の検

証は行っておりません。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ⑤リスク管理 

   金利スワップ契約の締約等は

取締役会の承認に基づいており

ます。なお、取引の実行管理は

経理部で行っております。 

 ⑤リスク管理 

   金利スワップ契約の締約等は

取締役会の承認に基づいており

ます。なお、取引の実行管理は

財務経理部で行っております。 

 ⑤リスク管理 

   金利スワップ契約の締約等は

取締役会の承認に基づいており

ます。なお、取引の実行管理は

経理部で行っております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

―――――― (中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間末において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「繰延税金資産」(前中間会

計期間末897百万円)については、資産総額の100分の５

超となったため、当中間会計期間末より区分掲記して

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

43,738百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,307百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

43,961百万円

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２   ―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3百万円

受取配当金 443 〃 

為替差益 225 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

受取配当金 344 〃 

為替差益 145 〃 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 5百万円

受取配当金 546 〃 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 89百万円

社債利息 90 〃 

社債償還費用 42 〃 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 59百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 169百万円

社債利息 90 〃 

※３ 特別利益の主要項目 

 業務用無線事業 
 譲渡益 

287百万円

 防衛事業売却益 181 〃 

※３ 特別利益の主要項目 

 装置事業売却益 1,595百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
 売却益 

431百万円

業務用無線事業 
 譲渡益 

235 〃 

防衛事業売却益 176 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 187百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 310百万円

リース解約損 62 〃 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 277百万円

投資有価証券
 評価損 

5 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,162百万円

無形固定資産 4 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,032百万円

無形固定資産 0 〃 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,221百万円

無形固定資産 5 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 1,614  597  2,211

減価償却 
累計額 
相当額 

1,248  419  1,668

中間期末 
残高 
相当額 

365  177  543

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・
器具及
び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 399 272 671

減価償却 
累計額 
相当額 

327 140 468

中間期末 
残高 
相当額 

71 132 203

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

機械装
置及び 
運搬具 
(百万円)

工具・ 
器具及 
び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 1,188 356  1,545

減価償却
累計額 
相当額 

950 166  1,116

期末
残高 
相当額 

238 189  428

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 304百万円

１年超 239 〃 

合計 543百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 105百万円

１年超 98 〃 

合計 203百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 208百万円

１年超 219 〃 

合計 428百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 245百万円

減価償却費相当額 245 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 124百万円

減価償却費相当額 124 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 426百万円

減価償却費相当額 426 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間連結財務諸表における(重要な

後発事象)の項に記載のとおりであ

ります。 

同左 連結財務諸表における(重要な後発

事象)の項に記載のとおりでありま

す。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 
  
  

  
臨時報告書 
  
  

  
企業内容等の開示に関する内閣府
令第19条第２項第３号および第４
号の規定に基づく臨時報告書 

  

  
平成17年10月３日 
関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

東洋通信機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋通
信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から
平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余
金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営
者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基
準に準拠して、東洋通信機株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産
の減価償却の方法①有形固定資産」に記載されているとおり、海外子会社１社が一部の機械装置(製造設備)について減
価償却の方法を定率法から定額法に変更した。 
(重要な後発事象)に記載されているとおり、会社は平成16年11月26日にセイコーエプソン株式会社と「業務資本提携
契約」を締結した。また、会社はこの契約に基づき、平成16年12月13日にセイコーエプソン株式会社と日本電気株式会
社に対し、130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、エプソントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(重要な後発事象)に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及び

負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

東洋通信機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋通

信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東洋通信機株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(重要な後発事象)に記載されているとおり、会社は平成16年11月26日にセイコーエプソン株式会社と「業務資本提携

契約」を締結した。また、会社はこの契約に基づき、平成16年12月13日にセイコーエプソン株式会社と日本電気株式会

社に対し、130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の

中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エプソントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

(重要な後発事象)に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及び

負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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